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平成15年３月期     個別財務諸表の概要              平成15年５月21日  

会 社 名 株式会社クイック            登録銘柄 
コ ー ド 番 号  ４３１８                本社所在都道府県  大阪府 
（ＵＲＬ http://919.jp/ ） 
代  表  者 役  職  名  代表取締役社長 
        氏    名  和 納  勉 
問い合わせ先 責任者役職名  取締役管理本部長 
        氏    名  藤 原 功 一     ＴＥＬ（06）6375－0061 
決算取締役会開催日  平成15年５月21日        中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日  平成15年６月26日        単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 

 
１．15年３月期の業績（平成14年４月１日～平成15年３月31日）   
(1) 経営成績                                    （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
15年３月期 
14年３月期 

百万円   ％ 
4,737    （△3.9） 
4,928    （ 3.7） 

百万円   ％ 
143（△66.0） 
421（  2.5） 

百万円   ％ 
148   （△62.4） 
395   （ △5.6） 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
15年３月期 
14年３月期 

百万円   ％ 
59   （△73.5） 
223   （ △1.6） 

円  銭 
12  65   
50  53   

円  銭 
12  53   
－   －   

％ 
4.0   
17.3   

％ 
5.4   
15.3   

％ 
3.1   
8.0   

(注)①期中平均株式数      15年３月期 4,685,980 株   14年３月期 4,429,622 株 
②会計処理の方法の変更   有  
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
15年３月期 
14年３月期 

円  銭 
10   00   
15   00   

円  銭 
－   
－   

円  銭 
10   00   
15   00   

百万円 
46       
70       

％ 
79.1   
31.6   

％ 
3.1   
4.7   

(注)前期と同じ方法により算定した場合の15年３月期の配当性向は78.6％であります。 
 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

15年３月期 
14年３月期 

百万円 
2,808      
2,674      

百万円 
1,480      
1,514      

％ 
52.7   
56.6   

円  銭 
317   64   
321   50   

(注)①期末発行済株式数   15年３月期 4,660,294 株   14年３月期 4,710,444 株 
②期末自己株式数    15年３月期   50,150 株   14年３月期    － 株 

 

２．16年３月期の業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 
１株当たり年間配当金 

 売上高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
2,340    
4,830    

百万円 
67    
181    

百万円 
37    
101    

円 銭 
0   0  

――― 

円 銭 
――― 
10 00 

円 銭 
――― 
10 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  21 円 44 銭 
 

上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によっ
て異なる結果となる可能性があります。 
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６．財務諸表等 
(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   952,951   547,196  

２．受取手形 ＊２  14,225   13,828  

３．売掛金   655,251   621,975  

４．有価証券   361,766   301,831  

５．前渡金   803   1,806  

６．前払費用   17,459   19,150  

７．関係会社短期貸付金 ＊３  9,327   －  

８．未収入金 ＊３  35,390   70,804  

９．繰延税金資産   28,710   27,109  

10．その他   7,777   8,029  

貸倒引当金   △8,297   △4,628  

流動資産合計   2,075,366 77.6  1,607,103 57.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ＊１ 164,029   169,334   

減価償却累計額  59,994 104,035  69,811 99,522  

(2）構築物  992   992   

減価償却累計額  842 150  863 129  

(3）車両運搬具  7,357   －   

減価償却累計額  3,355 4,001  － －  

(4）器具及び備品  43,754   49,242   

減価償却累計額  30,761 12,992  34,940 14,302  

(5）土地 ＊１  134,565   134,565  

有形固定資産合計   255,745 9.6  248,519 8.8 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   5,546   15,121  

(2）電話加入権   3,533   3,970  

無形固定資産合計   9,079 0.3  19,092 0.7 
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前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   41,760   153,555  

(2）関係会社株式   42,230   507,216  

(3）出資金   －   21,555  

(4）従業員長期貸付金   331   －  

(5）破産更生債権等   901   24,235  

(6）長期前払費用   21,022   8,725  

(7）繰延税金資産   88,915   100,732  

(8）会員権   42,541   36,400  

(9）敷金   93,200   108,889  

(10）前払年金費用   6,462   －  

(11）その他   11,392   13,730  

貸倒引当金   △14,027   △41,318  

投資その他の資産合計   334,731 12.5  933,722 33.3 

固定資産合計   599,556 22.4  1,201,334 42.8 

資産合計   2,674,923 100.0  2,808,438 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   549,599   557,798  

２．短期借入金   36,000   105,700  

３．１年以内返済予定長期
借入金 

＊１  62,376   99,080  

４．未払金   36,397   42,535  

５．未払費用   34,376   38,947  

６．未払法人税等   108,470   44,221  

７．未払消費税等   20,552   13,723  

８．前受金   14,010   6,573  

９．預り金   14,218   6,599  

10．賞与引当金   60,000   63,000  

11．その他   1,397   1,223  

流動負債合計   937,399 35.1  979,404 34.9 
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前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ＊１  84,862   210,782  

２．退職給付引当金   －   17,673  

３．役員退職慰労引当金   138,257   120,262  

固定負債合計   223,120 8.3  348,717 12.4 

負債合計   1,160,519 43.4  1,328,121 47.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ＊４  328,365 12.3  － － 

Ⅱ 資本準備金   248,974 9.3  － － 

Ⅲ 利益準備金   16,643 0.6  － － 

Ⅳ その他の剰余金        

１．任意積立金        

別途積立金   690,000   － － 

２．当期未処分利益   230,382   － － 

その他の剰余金合計   920,382 34.4  － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  38 0.0  － － 

資本合計   1,514,403 56.6  － － 

        

Ⅰ 資本金 ＊４  － －  328,365 11.7 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  －   248,974   

資本剰余金合計   － －  248,974 8.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  －   16,643   

２．任意積立金        

(1)別途積立金  －   840,000   

３．当期未処分利益  －   68,993   

利益剰余金合計   － －  925,636 32.9 
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前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  － －  △787 △0.0 

Ⅴ 自己株式 ＊５  － －  △21,871 △0.8 

資本合計   － －  1,480,316 52.7 

負債・資本合計   2,674,923 100.0  2,808,438 100.0 
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   4,928,551 100.0  4,737,762 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,377,134 68.5  3,312,359 69.9 

売上総利益   1,551,417 31.5  1,425,402 30.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  83,925   66,000   

２．給与手当  454,491   532,131   

３．賞与  50,544   50,863   

４．賞与引当金繰入額  50,627   49,600   

５．役員退職慰労引当金繰
入額  9,312   －   

６．退職給付費用  13,445   33,219   

７．法定福利費  71,179   82,189   

８．福利厚生費  2,305   1,965   

９．広告宣伝費  19,782   9,096   

10．地代家賃  113,888   131,488   

11．旅費交通費  61,144   69,669   

12．通信費  38,512   53,884   

13．水道光熱費  9,529   10,636   

14．修繕費  2,052   2,932   

15．消耗品費  21,039   33,033   

16．リース料  26,483   29,872   

17．減価償却費  15,321   16,884   

18．租税公課  3,572   3,764   

19．接待交際費  4,190   5,115   

20．貸倒引当金繰入額  －   8,077   

21．貸倒損失  1,474   526   

22．顧問料  23,800   26,584   

23．その他  53,414 1,130,036 22.9 64,686 1,282,224 27.1 

営業利益   421,380 8.6  143,178 3.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ＊１ 908   494   

２．有価証券利息  －   435   

３．受取配当金 ＊１ 514   9,289   
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前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

百分比 
（％） 金額（千円） 

百分比 
（％） 

４. 受取賃貸料 ＊１ 992    －   

５．受取指導料 ＊１ 2,400   3,480   

６．受取販売協力金  1,285   10,861   

７．保険解約返戻金  2,011   －   

８．その他  3,789 11,902 0.2 2,740 27,302 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  4,678   3,815   

２．貸倒引当金繰入額  4,050   17,220   

３．新株発行費  4,998   －   

４．株式公開費用  23,844   －   

５．その他  65 37,636 0.8 615 21,650 0.5 

経常利益   395,646 8.0  148,829 3.1 

        

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  823   －   

２．役員退職慰労引当金戻
入益  － 823 0.0 5,058 5,058 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券評価損  4,188   22,730   

２．固定資産除却損 ＊２ －   340   

３．会員権評価損  －   1,941   

４．関係会社株式評価損  － 4,188 0.1 21,658 46,671 0.9 

税引前当期純利益   392,281 7.9  107,215 2.3 

法人税、住民税及び事
業税  176,787   57,582   

法人税等調整額  △8,340 168,447 3.4 △9,634 47,947 1.0 

当期純利益   223,834 4.5  59,267 1.3 

前期繰越利益   6,548   9,725  

当期未処分利益   230,382   68,993  

        
 



 

－  － 
 

42 

③【利益処分案】 

  前事業年度 当事業年度 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   230,382  68,993 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  70,656  46,602  

２．任意積立金      

別途積立金  150,000 220,656 ― 46,602 

Ⅲ 次期繰越利益   9,725  22,390 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

 総平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算

出） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

出） 

 時価のないもの 

 総平均法による原価法 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

（会計処理の変更） 

有価証券の評価方法については当事業

年度より総平均法から移動平均法に変

更しております。 

 これは、四半期情報の開示に備える

ため、有価証券の売買損益の把握を迅

速かつ適時に行うために変更したもの

であります。 

 なお、この変更による損益に与える

影響はありません。 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

    定額法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

    定額法 

 その他 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物   ８年～47年 

車両運搬具        ６年 

器具及び備品    ３年～10年 

その他 定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 平成13年10月23日付一般募集による新

株式の発行は、引受証券会社が引受価額

で引受を行い、これを引受価額と異なる

発行価格で一般投資家に販売する買取引

受契約（「新方式」という。）によって

おります。 

 「新方式」では、発行価格と引受価額

との差額は、引受証券会社の手取金であ

り、引受証券会社に対する事実上の引受

手数料となることから、当社から引受証

券会社への引受手数料の支払いはありま

せん。平成13年10月23日付一般募集によ

る新株式発行に際し、発行価格と引受価

額との差額の総額は16,500千円であり、

引受証券会社が引受価額で引受を行い、

同一の発行価格で一般投資家に販売する

買取引受契約（「従来方式」という。）

による新株式発行であれば、新株発行費

として処理されていたものであります。 

 このため、「新方式」では、「従来方

式」に比べ、新株発行費は16,500千円少

なく計上され、また経常利益及び税引前

当期純利益は同額多く計上されておりま

す。 

―――――― 

  

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の全額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の全額

を計上しております。 

なお、平成15年４月に役員退職慰労

金内規を改定し、平成15年３月末現在

の役員退職慰労金要支給見込額をもっ

て最終残高としており、平成15年４月

以降対応分については引当計上を行っ

ておりません。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

(2）    ―――――― 

 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(2）自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準第

１号）が平成14年４月１日以後に適用

されることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準によっておりま

す。これによる当事業年度の損益に与

える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

 （3）    ―――――― 

 

（3）１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）が平成14年４月１日以後

開始する事業年度に係る財務諸表から

適用されることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び適用指

針によっております。 

なお、これによる影響については、

「１株当たり情報に関する注記」に記

載しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成14年３月31日） 

当事業年度 
（平成15年３月31日） 

＊１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりです。 

＊１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりです。 
 

建物 15,369千円 

土地 12,804千円 

計 28,174千円 
  

 
建物 15,040千円 

土地 12,804千円 

計 27,844千円 
  

 担保付債務は次のとおりです。  担保付債務は次のとおりです。 
 

１年以内返済予定長期借入金 8,400千円 

長期借入金 1,400千円 

計 9,800千円 
  

 
１年以内返済予定長期借入金 1,400千円 

  

＊２．事業年度末日満期手形 

 事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残

高に含まれております。 

＊２．       ────── 

 
受取手形 2,380千円 

  

   

＊３．関係会社に対する債権・債務 ＊３．関係会社に対する債権・債務 
 

関係会社短期貸付金 9,327千円 
  

 
未収入金 33,520千円 

  
＊４．授権株式数及び発行済株式総数 

 授権株式数は10,000,000株で、発行済株式総数は

4,710,444株であります。 

＊４．授権株式数及び発行済株式総数 

 授権株式数   普通株式  10,000,000株 

発行済株式総数 普通株式   4,710,444株 

＊５．      ―――――― ＊５. 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式50,150

株であります。 

６．      ―――――― ６．債務保証 

 下記のとおり金融機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

㈱ケー・シー・シー      350,000千円 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

＊１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

＊１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
 

受取利息 259千円 

受取賃貸料 400千円 

受取指導料 2,400千円 
  

 
受取利息 456千円 

受取配当金 9,000千円 

受取指導料 3,480千円 
  

＊２．       ────── 

 

＊２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

    器具及び備品            340千円 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具及び備品 27,807 25,641 2,165 

無形固定資産 
（ソフトウェア） 67,236 31,245 35,990 

合計 95,043 56,886 38,156 
  

 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具及び備品 39,060 11,057 28,002 

無形固定資産 
（ソフトウェア） 19,839 3,023 16,816 

合計 58,900 14,081 44,818 
  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 10,650千円 

１年超 28,887千円 

合計 39,537千円 
  

 
１年内 12,379千円 

１年超 33,164千円 

合計 45,543千円 
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
 

支払リース料 15,742千円 

減価償却費相当額 14,817千円 

支払利息相当額 656千円 
  

 
支払リース料 17,362千円 

減価償却費相当額 15,247千円 

支払利息相当額 1,722千円 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）及び当事業年度（自平成14年４月１日 至平成15

年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳  

 
 

前事業年度 
（平成14年３月31日） 

  

 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 
   

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金損金算入限度超過額 

未払事業税否認 

その他 

繰延税金資産（流動）計 
  

 
 

18,230千円 

9,742千円 

738千円 

28,710千円 
  

 
 

22,447千円 

3,955千円 

706千円 

27,109千円 
   

繰延税金資産（固定） 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 

会員権評価損否認 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

投資有価証券評価損否認 

退職給付引当金損金算入限度超過額 

関係会社株式評価損 

その他有価証券評価差額金 

その他 

繰延税金資産（固定）小計 

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 

前払年金費用 

繰延税金負債（固定）小計 

繰延税金資産（固定）の純額 
  

 
 

58,068千円 

21,553千円 

8,448千円 

3,438千円 

－   

－   

－   

149千円 

91,658千円 

 

△28千円 

△2,714千円 

△2,742千円 

88,915千円 
  

 
 

49,547千円 

13,785千円 

15,589千円 

4,456千円 

7,281千円 

8,923千円 

551千円 

595千円 

100,732千円 

 

－   

－   

－   

100,732千円 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳 

 
 

前事業年度 
（平成14年３月31日） 

  

 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 
   

 

 

 

 

 
  

 
 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税

率の100分の５以下である

ため、記載を省略しており

ます。 
  

 
 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税

率の100分の５以下である

ため、記載を省略しており

ます。 
  

３． 地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当事

業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに限

る。)に使用した法定実効税率は、前事業年度の42.0％から41.2％に変更されております。その結果、繰延税

金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が1,955千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調

整額が1,945千円増加し、その他有価証券評価差額金が10千円減少しております。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 321円50銭 

１株当たり当期純利益金額 50円53銭 
  

 
１株当たり純資産額 317円64銭 

１株当たり当期純利益金額 12円65銭 
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないた

め記載しておりません。 

 
潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

12円53銭 

  
 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

 なお、これによる影響は軽微であります。 

 （注）１．平成13年７月24日付をもって、500円額面株式１株を50円額面株式14株に分割しております。 

 なお、前事業年度の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） － 59,267 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） － 59,267 

期中平均株式数（千株） － 4,685 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（千株） － 47 

（うち新株予約権） － (47) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

－ 新株予約権１種類 

（新株予約権の数 65個） 
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７．役員の異動 
 

（1）代表者の異動 

  該当事項はありません。 

 

（2）その他の役員の異動 

  該当事項はありません。 

 

以  上 


